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研究要旨  
本研究では、改正健康増進法の施行前後の敷地内禁煙の導入の実態、その効果及び継続効果を評価する

ことを目的に、166 自治体について調査を行った。その結果、改正健康増進法の施行後はすべて建物内全

面禁煙となった。また、特定屋外喫煙所を設けない敷地内全面禁煙を実施した自治体が法改正前の 13.8%
から 35.8%に増加したが、2023 年度末で 39.2%にとどまった。2 団体は特定屋外喫煙場所を設置しない

敷地内全面禁煙には、葛飾区は、新型コロナウイルスの影響で一時的に閉鎖された 2 箇所の特定屋外喫

煙場所を再開した。また、議会棟・フロアについては、喫煙専用室が設置可能な第二種施設と分類された

こともあり、議会棟・フロアを敷地内全面禁煙または建物内全面禁煙とした自治体の割合も 82.4%にと

どまった。タバコを販売する割合は、特定屋外喫煙場所を残している自治体（70.7%）が敷地内全面禁煙

の自治体（41.7%）より有意に高いことが分かった（P<0.001）。 
改正健康増進法の施行により、自治体の敷地内・建物内全面禁煙を促進する効果があったことが認めら

れた。今後、更なる効果を得られるため、議会部分を含め、特定屋外喫煙場所を残さない「敷地内全面禁

煙」を施行する健康増進法の再改正が必要である。 
 
A. 研究目的 
 わが国において平成 22（2010）年 2 月、厚生労

働省健康局長より発出された「受動喫煙防止対策

について」（健発 0225 第 2 号）では、「少なくとも

官公庁と医療機関は全面禁煙とすべき」と述べら

れた。その後、平成 24（2012）年 10 月には「徹

底」に関する再通知もあり、地方自治体では喫煙

室を廃し、建物内を全面禁煙とする自治体が増え

始めたが、喫煙室を残している自治体も多かった。 
2018 年 7 月 25 日「健康増進法の一部を改正す

る法律」（改正健康増進法）が公布され、2019 年 1
月 24 日に屋外における受動喫煙の配慮義務、同年

7 月 1 日より「多数の者が利用する施設等におけ

る喫煙の禁止等」として、「第一種施設（学校、病

院、児童福祉施設等、国及び地方公共団体の行政

機関の庁舎）」では「敷地内禁煙」とされた。その

ため、すべての自治体の 100%の行政機関の庁舎

（以下、一般庁舎）が「建物内全面禁煙」となり、

一部の団体では議会部分と屋外でも喫煙を禁止す

る「敷地内全面禁煙」が実施された。 
本研究は健康増進法の改正による自治体の「建

物内全面禁煙」「敷地内全面禁煙」の状況を調査し、

その継続効果を評価することを目的とした。 
 
B．研究方法 
 主要な 121 地方自治体（47 都道府県庁、46 道

府県庁所在市、23 東京特別区、5 政令市*）に新た

に中核市または中核市の候補市である 45 団体を

加えて、合計 166 自治体に調査票を郵送し、以下

の内容を調べた。 
 建物内・敷地内全面禁煙の実施状況 
 警察本部（都道府県）と消防局（都道府県を除

く）の建物内・敷地内全面禁煙の実施状況 
 特定屋外喫煙場所を設置している場合、コロ
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ナの影響で閉鎖している状況及び今後再開す

る予定の有無                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
 勤務時間内の喫煙制限の実施状況 
 本庁舎内でタバコの販売状況と今後販売中止

の予定の有無 
 職員の喫煙率（男女別と全職員） 
 
さらに、初めて厚生労働省などの官公庁の 47 団

体にも同様な調査を行い、敷地内全面禁煙または

建物内全面禁煙（特定屋外喫煙場所の設置）につ

いて郵送で調査票を用いて調べた。 
 

*道府県庁所在市 15 政令市を除く 5 政令市 
（川崎市、相模原市、浜松市、堺市、北九州市） 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は、人を対象とする研究ではないため、

該当しない。 
 
C．研究結果 
 全国の主要な地方自治体 166 団体の一般庁舎は

改正健康増進法の施行前後で屋内喫煙室（黒い部

分）はゼロになり、法律で求められている敷地内

全面禁煙を実施したのは 22 団体(13.8％）から 57
団体（35.8％）に増え、2023 年度は 65 団体（39.2%）

に増えた。その一方で、101 団体（60.8％）の一般

庁舎には特定屋外喫煙場所が設置されていること

が分かった（図 1）。 

 
図 1. 改正健康増進法が施行された前後の 

受動喫煙対策状況の変化（第一種施

設） 
 

2023 年度の喫煙対策の変化は以下の通りであ

る。 
◎ 岐阜県：2023 年 1 月の新庁舎に移転に伴い、

同年 3 月より一般庁舎と議が敷地内全面禁煙 
◎ 長崎県：2023 年 4 月より一般庁舎、警察本部

が敷地内全面禁煙 
◎ 兵庫県：2023 年 5 月より一般庁舎と議会が敷

地内全面禁煙 
 
 福井県：警察本部は 2019 年 7 月に敷地内全

面禁煙後、2023 年 7 月に屋外喫煙場所再設置 
 浜松市：一般庁舎と議会は 2019 年 7 月に敷

地内全面禁煙後、2023 年 10 月に屋外喫煙場

所再設置 
 
一方、2023 年度の一般庁舎、議会棟・フロア、

警察本部、消防局の禁煙実施状況を図 2 に示す。

一般庁舎、議会棟・フロア、消防局が敷地内全面禁

煙の団体は全体の 4 割未満で、対策が遅れている

ことが分かった。特に第二種施設に分類された議

会棟・フロアは建物内に喫煙場所が残っており

（18.7％）、2021 年度から 2023 年までの 1 年間

の変化もなかった。 
一方、警察本部の敷地内禁煙は一番進んでいる

が、55.3%にとどまっている。 

 
図 2. 2023 年度の一般庁舎、議会棟・フロア、 

警察本部、消防局の禁煙実施状況の変化 
 
特定屋外喫煙場所が設置されている 101 団体に

ついて、敷地内全面禁煙（特定屋外喫煙場所を撤

去）を達成するために必要な対策を調査した結果

を図 3 に示す。 
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その他の意見として、「市民・区民への受動喫煙

対策に関する教育と情報提供、敷地内全面禁煙へ

の理解」「改正健康増進法の再改正などの法令化」

「庁舎内の意識の共有」「喫煙者を減らす」という

回答があった。 
また、特定屋外喫煙場所が設置されている 101

団体のうち、喫煙場所の清掃のために、喫煙禁止

時間を設けている自治体はわずか 4 団体（3.7%）

で、その喫煙禁止時間の詳細は以下の通りである。 
 長野市： 8：30～ 9：00（30 分） 
 福井県： 8：30～12：00（3.5 時間） 
 高知市： 9：00～ 9：30（30 分） 
 群馬県：14：15～14：30（15 分） 

 
一般庁舎におけるタバコの販売状況は、166 自

治体のうち、タバコの販売を行っていない自治体

は 74 団体（44.6％）、売店・コンビニ・自動販売

機などで販売を行っている自治体は 92 団体

（55.4％）であった。昨年度と比べて、8 団体はタ

バコの販売を中止した。 
敷地内全面禁煙の 65 団体のうち、タバコの販売

を行っている団体は 27 団体（41.5％）に対して、

特定屋外喫煙場所がある 101 団体のうちタバコの

販売を行っている自治体は 65 団体（64.4％）で、

統計的に有意に高く（P<0.01）、特定屋外喫煙場所

を残している自治体はタバコを販売する割合が高

いことが分かった（表 1）。 
 
表 1. 166 自治体の敷地内禁煙の実施状況と 
一般庁舎のタバコの販売状況（2023 年度） 

 

 
厚生労働省などの官公庁の 47 団体に同様に、敷

地内全面禁煙または建物内全面禁煙（特定屋外喫

煙場所の設置）について調査を行った。回答が得

られたすべての 47 団体のうち管理権限を有して

いるのは 26 団体（55.3%）であった。26 団体のう

ち、敷地内全面禁煙を実施したのは厚生労働省、

厚生労働省中央労働委員会、気象庁、会計検査院

の 4 団体（15.4%）で、残りの 22 団体（84.6%）

は特定屋外喫煙場所を設置していた。 
 

D．考察 

 健康増進法の改正によって自治体の一般庁舎に

おける喫煙対策が進んでいる一方、議会棟・フロ

アの禁煙化が遅れていることが分かった。その理

由は、国会や地方議会を喫煙専用室の設置が可能

な第二種施設として分類されたためである。現在

はまだ 29 団体（17.5%）が建物内に喫煙場所を残

しているため、受動喫煙対策として不十分である。 
 敷地内全面禁煙を実施・決定した後、近隣の公

園やコンビニエンスストアなどの商業施設等で喫

煙することが問題となり、屋外や屋上に喫煙場所

を設置（逆行）した自治体が発生した。このような

事態を回避するためには、「敷地内全面禁煙」を実

施する前に職員の禁煙外来を受診させること、敷

地周囲での喫煙を予め禁止しておくなどのルール

づくりが必要であると考えられた。 
また、官公庁でも敷地内全面禁煙を実施してい

る団体は 15.4 でまだ少ないことが分かった。 
 
E．結論 

 改正健康増進法の施行により、地方公共団体の

一般庁舎の建物内は 100%禁煙化され、敷地内禁

煙を促進する効果が確認された。しかし、その後

禁煙実施状況 
  タバコの販売   

計    あり  なし  

敷地内全面禁煙  27 ( 41.5% )  38 ( 58.5% )  65  

建物内禁煙 
（特定屋外喫煙場所あり） 

 65 ( 64.4% )  36 ( 35.6% )  101  

計   92 ( 55.4% )   74 ( 44.6% )   166   
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の調査では大きな進捗は見られなかった。今後の

課題として、敷地内全面禁煙が達成できた自治体

の状況やその達成が難しい自治体の理由などを明

らかにするため、自治体に対するインタビュー調

査が必要と考えられる。 
 
F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
１．論文発表（本研究に関連するもの） 
なし 
 
２．学会発表 
1) 姜英、朝長諒、山根崇弘、大和浩、片野田耕太. 

自治体の受動喫煙対策の 14 年間の変遷. 第
32 回日本禁煙推進医師歯科医師連盟学術総

会. 2023 年 2 月. 福岡県小倉市 
 
３．その他 
1) 大和浩、姜英、朝長諒. リーフレット「自治体・

職域における喫煙対策を推進するための資料

～改正健康増進法の全面施行の効果～」 . 
2024 年 2 月. 

 
H．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 

本研究で知的財産権に該当するものはなかった。 
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	禁煙店舗割合は、全体で63.2%、新規店舗では80.3%、既存店舗では59.4%であった（表1）。業態別の禁煙店舗割合は、食堂・レストランが72.4%と最も高く、バーでは25.5%と最も低かった。新規店舗と既存店舗の禁煙店舗割合の差は喫茶店・カフェで27.5ポイントと最も大きかった。
	２）飲食店へのインターネット調査
	インターネット調査により、235店舗より回答を得た。飲食店以外・その他（24店舗）、正答掲載ホームページへのアクセスあり（7店舗）、喫煙ルール「その他」（2店舗）を除いた202店舗を集計対象とした。集計対象202店舗のうち、令和4年度調査と同じ地域（埼玉、千葉、東京、神奈川、大阪）からの回答は155店舗であった。
	集計対象202店舗のうち、禁煙店舗152店舗、喫煙専用室設置店舗12店舗、加熱式たばこ専用喫煙室設置店舗2店舗、喫煙可能室設置店舗25店舗、喫煙目的室設置店舗11店舗であった。令和4年度調査における規制対象既存店舗と概ね同程度の割合であった（表2-1）。令和5年度調査店舗において、全店舗と令和4年度対象地域で概ね同様の特徴であったことから、以降の分析は全店舗で行った。
	改正健康増進法の理解度は、令和4年度規制対象既存店舗と比べて、令和5年度調査新規店舗では項目による差がわずかにあるものの、平均正当数に差はなかった。受動喫煙対策の情報収集は令和4年度調査と比べて、令和5年度調査ではほとんど行われていなかった。
	法令順守状況と改正健康増進法の理解度を比べると、法令順守の有無で平均正答数に大きな差はなかった（表2-2）。ただし、令和4年度調査規制対象既存店舗を除き、法令順守なしにおいて「屋内禁煙の原則」への理解がやや低かった。
	飲食店開業時における保健所での喫煙環境についての対応の有無と改正健康増進法の理解度では、喫煙環境の確認の有無ではほとんど差がなかったが、情報提供があると、平均正答数が多かった（表2-3）。また、保健所での喫煙環境の確認や情報提供が行われた店舗では法令順守している割合が高かった。
	３）シーシャ関連症例報告の系統的文献検索及び検討
	日本語以外の論文28編、日本語論文2編、日本語学会発表1編が選定され、合計76症例が対象となった。76症例のうち、64症例は急性CO中毒、10症例は多血症、2症例は急性CO中毒症例と一緒に搬送された症例だが、症状等で有意な所見がなかった症例であった。報告はヨーロッパが46症例、中東が13症例、アフリカが7症例（すべて多血症）、日本が5症例、北米が3症例、アジアが1症例、オセアニアが1症例であった。
	急性CO中毒、多血症、その他について、報告内容のまとめは表3-1に示した通りである。急性CO中毒症例においては、シーシャの能動的使用が大部分を占めるが、近隣での使用（本人使用なし）やシーシャ専門店の従業員（使用状況不明）の症例も報告されていた。症状としては、頭痛、意識消失、めまい、嘔気・嘔吐が多かった。
	シーシャ使用者に限定すると、使用環境は屋内が多く、使用時間は長い方が多いが、使用時間が短い症例も報告されていた（表3-2）。急性CO中毒症例での使用頻度は高くないが、多血症症例では毎日使用されていた。
	４）シーシャ利用可能店舗への郵送調査
	調査票発送数1,438店舗より不達129件を除く、1,309店舗を調査対象数とした（表4-1）。調査対象店舗のうち、195店舗から回答を得た（回答率14.9%）。195店舗のうち、サービスとしてシーシャ使用（ニコチンあり）、シーシャ使用（ニコチンなし）ともになしと回答した４店舗を除き、191店舗を集計対象とした。
	シーシャ利用可能店舗の特徴は表4-2に示した通りである。大部分の店舗は100cm2以下であった。平日の客数は6～20人、土日祝日の客数は11～30人が多くなっている。滞在時間は1時間30分～2時間が最も多かった。3割弱の店舗では食事が提供されていた。90％以上の店舗で常時換気が行われていた。CO2モニターを設置している店舗は2割弱であった。
	シーシャ関連CO中毒の事故は4分の3の店舗で認知がなされており、約6割の店舗でCO中毒様症状の発生経験があった（表4-3）。CO中毒様症状で最も頻度が多いのは、めまい・ふらつきで毎週発生している店舗が4％程度であった（表4-4）。続いて、吐き気・嘔吐、意識もうろう・意識不明、けいれんの順に多かった。
	CO中毒様症状発生と関連することが予想される要因として、客席面積（表4-5）、滞在時間（表4-6）、店舗の換気状況（表4-7）、CO2モニター利用状況（表4-8）との関連を検討した。客席面積、換気状況との関連は認められなかった。滞在時間が長くなると、CO中速様症状が発生しやすくなり、1.5時間以上になると3分の2の店舗で発生経験があった。CO2モニター利用店舗では利用していない店舗よりCO中毒様症状の発生経験が少なかった。
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	E．結論
	本研究により、新規店舗においても法令順守が十分ではない可能性が示された。保健所での取り組みにより法令の理解と順守を促せる可能性が示唆された。
	シーシャ使用に関連したCO中毒様症状は多くのシーシャ利用可能店舗で経験が認められた。シーシャ使用時間が長くならないよう注意するとともに、空気環境のモニタリングに基づく換気が重要な可能性がある。
	引き続き、飲食店の禁煙化状況をモニタリングや健康影響などの評価を行っていくとともに、法律の実効性を高めるための課題を明らかにし、政策提言へとつなげることを目指していく。



